
地方公共団体の防災対策及び 

東日本大震災における災害対応等 
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 津波浸水予測図の作成状況［海岸線を有する市町村］ 
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出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 

（卖位：団体数） 
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 地震・津波ハザードマップの作成状況［海岸線を有する市町村］ 
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地震・津波ハザードマップの作成状況 

地震・津波ハザードマップを作成している 地震・津波ハザードマップを作成していない 
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出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月）【平成22年4月1日現在】 

（卖位：団体数） 
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 津波ハザードマップの例［北海道釧路市］ 

出典：釧路市ＨＰ 
※釧路市では、想定される最大の津波に加え、３ｍ未満の高さの津波が発生した場合の 
 避難対象区域も明示している。 
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 津波避難計画の作成状況［海岸線を有する市町村］ 
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津波避難計画の作成状況 

津波避難計画を作成している 津波避難計画を作成していない 
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出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 

（卖位：団体数） 
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 津波避難計画の例［高知市］ 

 【津波避難計画】 

  地域防災計画の他に、津波避難に関する具体事項を定めた「津波避難計画」を策定している市町村もある。 

 

 

 第一章 総則 

    １ 津波避難計画の目的 

    ２ 計画の修正 

 第二章 避難対象地域の設定 

    １ 次期单海地震発生時 

    ２ 遠地津波発生時 

 第三章 地域津波避難計画 

 第四章 避難場所 

    １ 緊急避難場所 

    ２ 津波避難ビル 

 第五章 初動計画 

    １ 配備基準 

 第六章 津波等災害情報の収集 

 第七章 津波情報の伝達 

 第八章 避難勧告・指示、避難誘導 

    １ 避難勧告、指示の発令基準 

    ２ 伝達方法 

 第九章 啓発 

    １ 情報伝達 

    ２ 避難時の支援  

  

  

 

   

高知市津波避難計画（構成） ○ 高知市の津波浸水予測図は、 

  平成17年に高知県が作成した 

  津波浸水予測図（包括・最終防 

  潮ライン施設がないとした場合） 

  を基本として、これに「バッファゾ 

  ーン」として、地盤高（標高）2.7ｍ 

  以下の区域を加えたもの。 

 ※ 右図は高知市（旧春野町の津 

  波浸水予測図。同じ地図で津波 

  到達時間を色分けした図もある。 

   

高知市（旧春野町） 

地域津波避難計画概要 

出典：高知市ＨＰより「高知市津波避難計画」（平成２２年４月、高知市） 



【現 状】   ○ 平成16年の風水害において、避難勧告等のあり方が課題とされた 
       ○ 平成17年3月にガイドラインを策定し、市町村に対して避難勧告等の発令基準の策定を要請 
       ○ 具体的な発令基準を策定済の市町村は津波災害で全体の67.8％、策定中をあわせると90.2％（平成22年11月1日現在） 

【避難勧告等の具体的な発令基準の策定状況（％）】 

策定中 

553団体 

（31.6％） 

策定済み 

1,041団体 

（59.5％） 

全1,750団体 

未着手 

156団体 

（8.9％） 

策定中 

566団体 

（35.3％） 

策定済み 

890団体 

（55.5％） 

未着手 

184体 

（11.5％） 

土砂災害が想定される1,604団体 

策定中 

225団体 

（35.5％） 

策定済み 

296団体 

（46.7％） 

未着手 

113団体 

（17.8％） 

高潮災害が想定される634団体 

（平成22年11月1日現在） 

水害（全国） 

土砂災害（全国） 

高潮災害（全国） 

策定中 

147団体 

（22.4％） 

策定済み 

445団体 

（67.8％） 

未着手 

64団体 

（9.8％） 

津波災害が想定される656団体 津波災害（全国） 
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 避難勧告等の発令基準 

出典：消防庁「避難勧告等に係る具体的な発令基準の策定状況調査結果」（平成23年１月） 

うち岩手県 

策定済み 

12団体 

（100.0％） 

津波災害が想定される12団体 

うち宮城県 

策定済み 

14団体 

（93.3％） 

策定中 

1団体 

（6.7％） 

津波災害が想定される15団体 

うち福島県 

策定済み 

8団体 

（80.0％） 

未着手 

2団体 

（20.0％） 

津波災害が想定される10団体 
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 避難勧告等の判断・伝達マニュアルガイドライン（抜粋） 

集中豪雤時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会（平成17年３月内閣府） 
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 避難勧告等発令基準の例 

【宮城県塩竃
しおがま

市】塩竃市地域防災計画（抄） 

第Ⅴ章 津波対策 

第３ 避難の勧告・指示 

(略)  

（１）強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺

れを感じたときには、市長は、必要と認める場合、沿岸付近の住民等に直ちに海岸から退避し、

安全な場所に避難するよう勧告・指示するものとする。 

      (略) 

表Ⅴ－５－１ 津波予報発表時に係る避難勧告・指示の基準 

予報の種類 解   説 

津波警報 
大 津 波 

（ア）沿岸部にいるものに対し、避難指示を発表する。 

（イ）津波浸水予測域内の住民等に対し、避難指示を発表する。 

津  波 （ア）沿岸部にいるものに対し、避難勧告又は指示を発表する。 

津波注意報 （ア）沿岸部にいるものに対し、避難勧告を発表する。 

 

【岩手県洋野
ひ ろ の

町】洋野町地域防災計画（抄） 

本編第３章第１３節 避難・救出計画 

第３ 実施要領 

１ 避難勧告等 

(1) 避難勧告等の発令基準及び報告 

（略） 

発令種別 発  令  基  準 

避難準備 ア 気象予警報（津波注意報を除く。）や土砂災害警戒情報等が発表され、事前に

避難準備をすることが適当であると判断されるとき 

イ 災害の発生を覚知し、諸般の状況から災害の拡大が予想され、事前に避難を準

備することが適当であるとき 

避難勧告 ア 津波注意報が発表になり、被害が予想されるとき 

イ 津波警報が発表されたとき 

ウ 土砂災害警戒情報が発表され、被害が予想されるとき 

エ 避難準備より状況が悪化し、事前に避難を要すると判断されるとき 

オ 災害を覚知し、災害の拡大が予想され、事前に避難を要すると判断されるとき 

カ 火災が拡大するおそれがあるとき 

避難指示 ア 津波警報が発表され、被害が予想されるとき 

イ 大津波警報が発表されたとき 

ウ 避難勧告より状況が悪化し、緊急に避難を要すると認められるとき 

エ 災害を覚知し、著しく危険が切迫し、緊急に避難を要すると認められるとき 

(1) 河川がはん濫注意水位を突破し、洪水のおそれがあるとき 

(2) 河川の上流地域が水害を受け、下流の地域に危険があるとき 

(3) 短期間かつ局地的な集中豪雨等により、崖崩れ、土石流、地すべり等が発生

し、さらに民家等まで拡大するおそれがありとき   ほか 
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 避難指示等の伝達手段［市町村］ 
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出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 

（卖位：団体数） 
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 避難指示等の発災時の対応状況 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

宮城県の被災市町村の事例 

○　大津波警報発令時の住民への避難指示の伝達手段

屋外拡声器 戸別受信機

注：一斉メールとは、事前登録者への携帯メール配信をいう。

○ ○

伝達手段
（大津波警報[時刻14：49]）

整備中

一斉
メール

FM放送・
ケーブルテレビ

広報車
消防団に
よる広報

備考
防災行政無線

その他ヘリコプターによる広報も実施

○

（※２）ソフトバンクのみ使用可能

○

○

○ ○岩沼市

○ ○ ○ ○

山元町 ○ ○ ○

亘理町 ○ ○

仙台市 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

单三陸町 ○ ○

女川町 ○ ○ ○

○ ○ （※１）防災広報装置（ＮＴＴ回線）

七ヶ浜町 ○ ○ ○

○

宮
城
県

多賀城市
○

（※１）

市町村名

塩竈市 ○

東松島市 ○ ○

石巻市 ○
○

（※２）
○

名取市



観測所 

防災関係機関 

中継所 

固定系 

テレメータ系 

地区移動系 

市町村庁舎 

Ａ市 

電話 

各種システム 

FAX 

FAX 

電話 
各種システム 

支部 

支部 

全県移動系 

消防本部 

市町村庁舎 

消防本部 

Ｂ市 

総合デジタル系 

画像伝送系 

地上系のほかに、衛星系がある。 

防災行政無線の概要① 
 都道府県と市町村、防災関係機関等との間を結ぶ通信網で、防災情報の収集・伝達を行うネットワーク。 

都道府県防災行政無線（地上系）の概要 

都道府県庁舎
（県庁統制局） 
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自治体（親局） 中継局 

消防署・ＪＡ等 

自治会長宅 

災害対策要人宅等 

避難場所 

庁舎内スピーカ 

操作卓 

遠隔制御装置 

FAX 

屋外送受信装置 

屋外送受信装置 

屋外送受信装置 

遠隔制御装置 

メール 

ボックス 

主装置 

FAX 

テレメータ 
（水位、潮位、気象、震度など） 

連絡通話機 

屋外メッセージボード 

FAX 

中継無線装置 

デジタル 

親局 

無線装置 

デジタル 

外部機器制御 
（融雪パイプ、水門など） 

戸別受信機 

メッセージ表示型 

戸別受信機 同報FAX 
戸別受信機 

（デジタル） 

6/12～21まで 

予防接種実施中 

屋外受信装置（デジタル） 

周波数帯 60MHz帯 

防災行政無線の概要② 市町村防災行政無線（デジタル同報系）の概要 

市町村が防災情報を収集し、また、住民に対して防災情報を周知するために整備しているネットワーク。 
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    車載型や携帯型の移動局と市町村役場との間のネットワーク。 

  同報系が市町村役場(行政機関)と住民との通信手段であるのに対して、移動系は主として行政機関内の通
信手段といえます。 

基地局用

無線装置

基地局用

無線装置
市町村役場（統制局） 

FAX 

電話 

交換機 

制御装置 

隣接市町村 

遠隔制御装置 

サーバ 

関係各課 

パソコン 

統制台 

LAN 

役場 

基地局 
車載中継 

通信エリアの拡大 

応援通信 
応援協定を結んだ市町村 
との応援通信 

双方向通信 

マルチメディア対応－２ 

準動画伝送 定点監視 

マルチメディア対応－１ 

文字伝送や、PC等のデータ通信 

複信通話 

携帯型 

半固定型 

車載型 

内線電話・公衆網等 

有線網との通話も可能 

有線網 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

周波数 260MHz帯 

防災行政無線の概要③ 市町村防災行政無線（デジタル移動系）の概要 

特徴 
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■　市町村防災行政無線通信施設整備状況

整備済
市町村数

整備率（％）
整備済

市町村数
整備率（％）

青 森 県 40 38 95.0% 34 85.0%

岩 手 県 34 24 70.6% 31 91.2%

宮 城 県 35 20 57.1% 33 94.3%

福 島 県 59 50 84.7% 55 93.2%

茨 城 県 44 36 81.8% 32 72.7%

千 葉 県 54 54 100.0% 46 85.2%

全 国 1,750 1,332 76.1% 1,440 82.3%

都道府県 市町村数
同　報　系 移　動　系

防災行政無線の整備状況  被災県と全国 

●　沿岸部市町村整備状況（太平洋沿岸に限る。）

整備済

市町村数
整備率（％）

整備済

市町村数
整備率（％）

青森県 9 9 100.0% 9 100.0%

岩手県 12 12 100.0% 12 100.0%

宮城県 15 13 86.7% 14 93.3%

福島県 10 10 100.0% 9 90.0%

茨城県 10 8 80.0% 6 60.0%

千葉県 15 15 100.0% 15 100.0%

都道府県 市町村数

同　報　系 移　動　系

14 

（平成22年3月31日現在） 



市町村数 

本復旧済み ８ 

仮復旧済み（ソフト対応も含む） 

～復旧計画中、工事中 

４２ 

仮復旧の計画中、工事中 ８ 

仮復旧も未定 ２ 

被害はあったが特段の対応は必要なし ６ 

合計 ６６ 

市町村数 

青森県 ４ 

岩手県 １３ 

宮城県 １８ 

福島県 １０ 

茨城県 １８ 

千葉県 ３ 

合計 ６６ 

○防災行政無線が被害を受けた市町村 

 

  ６６市町村（仙台市、单三陸町等） 

○防災行政無線の復旧状況（平成２３年６月１４日現在） 

防災行政無線の被害及び復旧状況① 
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防災行政無線の応急復旧の状況 
（防災行政無線メーカーからの聞き取り） 

• 避難所や仮設住宅への屋外拡声子局の設置 

• 戸別受信機の配布 

• 津波被害を受けた場所での作業者（がれき処理等）に対し、戸別受信機の配
布、屋外拡声子局の近くの建物屋上への設置等 

• 無線の親局が被災した自治体に対し、可搬型の無線親局の貸出 

• 復電していない屋外拡声子局に対し、可搬の自家発電機による電源供給や定
期的なバッテリーの交換による対応の実施 

• 大規模な避難所では戸別受信機の拡声装置の設置 

• 離れた避難所への移動系の防災行政無線の設置 

• トランシーバーやＭＣＡ無線の貸出 

 

 
※ これらの対応により、基本的な機能は回復しつつあると考えられるが、住宅が津波で流出した場所

への屋外拡声子局の再建等については、自治体の復興計画との調整に時間を要するところ。 

防災行政無線の被害及び復旧状況② 
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 J-ALERT(全国瞬時警報システム）の概要 

同報系防災 
行政無線制御卓 

国に設置 地方公共団体に設置 

受信機 
弾道ミサイ
ル情報等 

人工衛星 

避難して 

ください! 

同報系防災 
行政無線 

気象庁 

津波・地震等 

内閣官房 

館内放送 

自動起動機 

副局 

主局 

（消防庁） 

ＣＡＴＶ・コミュニティＦＭ等 （庁舎等） 

地上回線 

管理システム 

受信アンテナ 

 弾道ミサイル攻撃に関する情報や津波警報などの緊急情報を、人工衛星等を通じて国（内閣官房・気

象庁から消防庁を経由）から送信し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動的に起動することにより、
人手を介さず瞬時に住民等に伝達することが可能なシステム 

●Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システム） 
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大津波警報発表地域（岩手県・宮城県沿岸市町村）におけるＪ－ＡＬＥＲＴの状況 

●3月11日に受信機等を設置している団体の状況 

●3月11日に未設置の団体 
 
 
岩手県 ： 岩泉町、田野畑村、普代村 
宮城県 ： 石巻市、塩竈市、多賀城市、岩沼市、七ヶ浜町、女川町 18 

  自治体 

3/11 14:49大津波警報 
受信機等の
被災の有無 

備考（受信できなかった
原因等） 受信 

同報無線の自動
起動 

受信機・自動起
動機運用団体 

岩手県 

宮古市 
  （消防署） 

× ×   
停電が原因の可能性 

○ －   

久慈市 不明 不明     

釜石市 × ×   停電が原因の可能性 

洋野町 ○ ○     

宮城県 東松島市 ○ ○     

受信機運用団体 

岩手県 

大船渡市 ○ 

－ 

    

陸前高田市 不明 有り   

大槌町 不明 有り   

山田町 不明     

野田村 ○     

宮城県 

仙台市 ○     

気仙沼市 ○     

名取市 ○     

亘理町 ○     

山元町 不明     

松島町 ○     

利府町 ○     

南三陸町 ○  有り   
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（平成22年4月1日現在） （平成23年6月15日現在） 

※ 岩手県、宮城県及び福島県から現時点で把握できるものとして報告を受けた数値。なお、調査中であり不明と 

   している市町村がある。 

区   分 消防団数 

消防団員数 

岩 手 県 ３４ ２３，４２０名 

宮 城 県 ４８ ２１，６８１名 

福 島 県 ５９ ３５，３４０名 

３県合計 １４１ ８０，４４１名 

消防団の活動状況（主な被災県の消防団の概要及び被害状況） 

区   分 

人的被害 

 

 

消防団拠点施設
（詰所等）の状況 

（使用不可） 

消防車両等の被害状況（使用不能） 

死者 行方不明者 消防ﾎ゚ﾝﾌ゚自動車 小型動力ﾎ゚ﾝﾌ゚自動車 その他の車両 

岩 手 県 ８０名 ３６名 ９０箇所 ２１台 １９台 ２台 

宮 城 県 ８９名 １７名 ２３３箇所 ２３台 １２０台 １０台 

福 島 県 ２３名 ４名 ８５箇所 ２台 ３５台 

３県合計 １９２名 ５７名 ４０８箇所 ４６台 １７４台 １２台 

消防団の概要 消防団の主な被害状況 
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東日本大震災における消防団の活動状況（宮城県石巻市の事例） 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

消防団名 
活動人員 
（延べ人数） 

活動期間 活動内容（活動地区） 
  

うち発災時（３月11日～12日）の活動 

石巻消防団 ４，８８０  3/11～4/30 

・消火活動（湊地区・山の手地区） 

・水門閉鎖活動（荻浜地区・渡波地区） 

・避難誘導（市内全域） 

・捜索活動（門脇地区・釜地区・湊地区・萩浜地区） 

・被害状況調査 

・消火活動（湊地区）〈11日〉 

・消火活動（山の手地区）〈11日～12日〉 

・水門閉鎖活動（荻浜地区・渡波地区）〈11日〉 

・避難誘導（市内全域）〈11日〉 

・被害状況調査〈12日〉 

河北消防団 ４，５００ 
 3/11～5/31 
 6月も捜索活動継続中 

・避難誘導（大川地区） 

・人命捜索活動（大川地区） 

・警戒活動（河北地区全域） 

・避難誘導（市内全域）〈11日〉 

・人命捜索活動（大川地区）〈11日～12日〉 

  

雄勝消防団 １，１１７  3/11～5/15 

・水門陸閘閉鎖活動 

・避難誘導活動 

・人命捜索活動（海上含む） 

・避難所支援〈救援物資仕分け・物資搬送〉 

・警戒活動・治安維持活動 

・水門陸閘閉鎖活動〈11日〉 

・避難誘導活動〈11日〉 

・人命捜索活動（海上含む）〈12日〉 

  

河单消防団 ３，６９８  3/11～3/30 

・被災状況把握 

・安否確認・避難誘導 

・広報活動（防災無線の代役） 

・物資調達（避難住民の衣類・寝具提供呼び掛け及び運搬） 

・交通誘導（鹿又本町地区） 

・避難所開設準備（仮設トイレ等リース品調達設置） 

・避難所支援（夜間警戒、急患搬送、物資輸送） 

・給水活動補助 

・警戒活動（夜間） 

・被災状況把握 

・安否確認・避難誘導 

桃生消防団 ２，３７７  3/11～3/31 

・災害状況調査 

・建物等倒壊の撤去作業及び交通整理 

・災対支部及び避難所の水、燃料の補給 

・炊出しの配布と回収 

・燃料や物品の調達 

・救援物資の輸送 

・災対支部の手伝い 

・夜間警備 

・災害状況調査 

・建物等倒壊の撤去作業及び交通整理 

・燃料や物品の調達 

・災対支部の手伝い 

・夜間警備 

北上消防団 ２，７７１  3/11～4/4 

・倒壊家屋での救助活動（町内全域）〈3/12～3/19〉 

・避難誘導（町内全域）〈11日〉 

・人命捜索活動（町内全域）〈3/12～4/4〉 

 →4/4以降については、消防団としての活動を終了し、各自の判
断において捜索活動を実施。 

・倒壊家屋での救助活動（町内全域）〈3/12～3/19〉 

・避難誘導（町内全域）〈11日〉 

・人命捜索活動（町内全域）〈3/12～4/4〉 

  

牡鹿消防団 ７８８  3/11～3/19 

・水門・陸閘閉鎖活動（全地区） 

・避難誘導活動（全地区） 

・人命捜索活動(全地区) 

・警戒活動 

・水門・陸閘閉鎖活動（全地区） 

・避難誘導活動（全地区） 

・人命捜索活動(全地区) 

・警戒活動 

【平成23年5月末現在】 



全体計画など 

災害時要援護者名簿 

21年度までに策定済 

63.1％（ 1,104団体） 

全1,750団体 
【全体計画など】 各市区町村が地域の実情をふまえ、要援護者対
策の基本的な方針、要援護者の対象範囲、要援護者情報の収集、
共有の方法等、取組方針を明らかにしたもの 

整備中 

88.7％（ 1,552団体） 

【災害時要援護者名簿】 要援護者の名前等が記載され、災害時
に、自治会・町内会、民生委員等が避難支援や安否確認等を行う
際に活用できるもの 

全1,750団体 

22年度中策定 

33.8％（ 591団体） 

未着手 

11.3％（198団体） 

23年度以降策定 

3.1％（ 55団体） 
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【平成２２年３月３１日現在】消防庁調べ 

 要援護者対策（災害時要援護者の避難支援プラン策定状況） 

【内訳】 自治体数  21年度までに策定済 22年度中策定 23年度以降策定 

うち岩手県 ３４団体 70.6％（24団体） 29.4％（10団体） 0.0％（０団体） 

うち宮城県 ３５団体 51.4％（16団体） 48.6％（17団体） 0.0％（０団体） 

うち福島県 ５９団体 100.0％（59団体） 0.0％（０団体） 0.0％（０団体） 

【内訳】 自治体数  整備中 未着手 

うち岩手県 ３４団体 94.1％（32団体） 5.9％（２団体） 

うち宮城県 ３５団体 97.1％（34団体） 2.9％（１団体） 

うち福島県 ５９団体 100.0％（59団体） 0.0％（０団体） 



【個別計画】 個々の要援護者ごとに避難支援者との関連づ
け等を明らかにした具体的な計画で、災害時に、自治会、町
内会、民生委員等が避難支援等を行う際に活用するもの。 

策定中 

72.2％（ 1,273団体） 

個別計画 

全1,750団体 

未着手 
27.3％（477団体） 
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 要援護者対策（災害時要援護者の避難支援プラン策定状況） 

【内訳】 自治体数  策定中 未着手 

うち岩手県 ３４団体 73.5％（25団体） 26.5％（９団体） 

うち宮城県 ３５団体 85.7％（30団体） 14.3％（５団体） 

うち福島県 ５９団体 91.5％（54団体） 8.5％（５団体） 

出典：消防庁「災害時要援護者の避難支援対策の調査結果」（平成22年６月） 

個別計画の記載例 
 内閣府「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成１８年３月） 



・ 地震等の大規模・特殊災害発生時における人命救助活動等を効果的 

  かつ迅速に実施する消防の援助体制を国として確保 

・ 阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、平成７年に創設。当初は、東京消 

  防庁をはじめ、大都市の消防本部を中心に登録 

・ 平成15年６月消防組織法の改正により、緊急消防援助隊を法律上、明 

  確に位置付け、消防庁長官の指示による派遣が可能に 

・ 総務大臣が、編成及び施設の整備等に基本的な事項に関する計画を 

  策定。計画に基づいて消防庁長官が部隊を登録 

・ 大規模・特殊災害発生時には、消防庁長官の指示又は求めにより、部 

  隊が出動 

・ 平成23年4月現在、全国798消防本部のうち、783消防本部が登録 
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緊急消防援助隊について 

目 的 

創設の経緯等 

概 要 

・ 地震発生直後から、主な被災県である岩手県、宮城県及び福島県の３県に向けては、これら被災県以外  
  の44都道府県の緊急消防援助隊の出動を指示（指示に基づく出動は初めてのこと） 
・ 平成23年3月11日から6月6日までの88日間における総派遣人員数は２万8,620人となり、全消防職員 
  （158,809人）の６人に１人に相当 
・ 航空部隊は、人命救助、空中消火及び情報収集等に、陸上部隊は消火、救助、救急活動等に従事し、救 
  助者数は4,614人（地元消防本部等と協力し救出したものを含む。) 

  平成23年3月11日～6月6日(88日間) 

総派遣人員数     28,620人    (7,577隊) 
延べ派遣人員数  104,093人  (27,544隊) 

3月18日  
  最大 6,099人 
           (1,558隊) 

 6月6日  83人 
             (28隊) 

緊急消防援助隊 出動人員の推移 

緊急消防援助隊の活動 
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 消防防災ヘリコプターの概要 

青森 

岩 

手 
秋田 

山 

形 

福島 
新潟 

茨 

城 

栃木 群馬 

山梨 

長野 岐
阜 

富山 
石
川 

福井 

滋 

賀 

三 

重 奈
良 和 

歌 

山 

 

鳥取 

島根 

山口 
香川 

徳島 愛
媛 

高知 大 

分 熊 

本 宮 

崎 鹿児島 

長 

崎 

沖縄 

北海道１ 

札幌市消防局２ 

仙台市消防局２ 

千葉市消防局２ 

横浜市消防局２ 

川崎市消防局２ 

静岡県１ 

静岡市消防局１ 

浜松市消防局１ 

愛知県１ 

名古屋市消防局２ 

大阪市消防局２ 

京都市消防局２ 

兵庫県１ 

神戸市消防局２ 

岡山県１ 

岡山市消防局１ 

広島県１ 

広島市消防局１ 

福岡市消防局２ 

北九州市消防局１ 

１ 平成２３年６月１日現在配備状況    ７０機（４５都道府県、５４団体） 

    ○消防庁保有ヘリコプター      １機（東京消防庁無償使用中） 

    ○消防機関保有ヘリコプター    ３１機（東京消防庁、１５政令指定都市） 

    ○道県保有ヘリコプター      ３８機（３８道県） 

 

２ 未配備県域数  ２県域（佐賀県、沖縄県） 

消防庁１ 

東京消防庁６ 

埼玉 

１機 

０機 

２機 

３機以上 



25 

 東日本大震災における消防防災ヘリコプターの活動 

受援県 活動緊援隊 ヘリベース等 派遣期間 延日数
最大応援隊数

実働数
受援県
ヘリ数

消火可能
機体数

（3月12日）

救助人員
※2

救急人員
※2

最大
震度

岩手県

北海道、埼玉県、東京消防庁
横浜市、静岡県、静岡市
浜松市、富山県、石川県

三重県、名古屋市、岐阜県
兵庫県、神戸市、島根県

広島市、高知県、北九州市
長崎県、宮崎県

花巻空港
3月11日

～5月19日
70日間

14機
（3月14日）

1機 7機 16 180 6弱

宮城県

札幌市、青森県、栃木県
山形県、新潟県、長野県

群馬県、山梨県、和歌山県
東京消防庁、石川県、愛知県

大阪市、京都市、三重県
広島県、鳥取県、徳島県
岡山県、岡山市、山口県

北九州市、熊本県

山形空港
グランディ21
霞目駐屯地
福島空港

3月11日
～5月31日

82日間
17機

（3月13日）

1機
（3/14～

4/4）

2機

7機 859 366 7

福島県

群馬県、茨城県、福井県
滋賀県、川崎市、千葉市
奈良県、京都市、大阪市
広島市、愛媛県、香川県

福岡市、大分県、鹿児島県

福島空港
3月11日

～4月30日
51日間

10機
（3月12日）

1機 7機 31 46 6強

茨城県 埼玉県 つくばHP
3月11日

～3月12日
2日間

1機
（3月11日）

1機 0機 3 3 6強

長野県 京都市、大阪市 松本空港 3月12日 １日間
2機

（3月12日）
1機 0機 32 0

6強余震
3月12日

新潟県 東京消防庁 新潟空港 3月12日 １日間
１機

（3月12日）
1機 0機 0 0

6弱余震
3月12日

静岡県 東京消防庁、横浜市 静岡HP 3月16日 １日間
2機

（3月16日）
1機 0機 0 0

6強余震
3月15日

※  市街地空中消火実施状況：３月１２日深夜、仙台市消防局、宮城野区市街地（自衛隊ヘリとの連携） 

                     ３月１５日早朝、東京消防庁、気仙沼市街地 

※２ 救助人員、救急人員については、平成２３年６月１日時点での暫定値 
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救急事案 

人員・物資搬送 

救助事案 

偵察・捜索 

空中消火 
（林野火災） 

岩手県内における消防防災ヘリコプターの活動（イメージ）  
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 消防防災ヘリコプターのあり方検討会（平成１９～２０年度） 

「消防防災ヘリコプターの効果的な活用に関する検討会」における 
地域防災計画関連項目（抜粋） 

～空中消火技術のより効果的な活用～ 

・空中消火が適する市街地の選定と地域防災計画への反映 
・市街地空中消火の準備から実施に至る計画の策定 
・消防庁・各自治体・自衛隊の合同実働訓練の実施 等 

 建物屋上の対空表示(ヘリサイン)  

上空から目標建物を早期視認し 

災害現場に速やかに到着 

地域防災計画等への反映 

空中消火に適する市街地火災 
防火構造以下の建築物が密集する地域の火災  

 
・災害活動空域の安全確保 
・地上の消火活動に影響を及ぼす騒音障害の排除 
・建物屋上の対空表示（ヘリサイン）及び機体表示 
・送電線や鉄塔などの航空障害物対策   など 

～全ての災害活動機に関わる安全対策等～ 

２－５ 
○丌燃化率30％以下の市街地 
○１棟当たり平均宅地面積100㎡以下 
 の建築物が密集する市街地等 

 空中消火に適する市街地の要件 
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 災害対策本部における初期の情報収集 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

宮城県の被災市町村の事例 

○　災害対策本部における発災当日の情報収集手段について

テレビ ラジオ
県防災
ＦＡＸ

気象庁
ＦＡＸ

Ｊ-ＡＬＥＲＴ 震度計 その他 無線 使送 その他

○
職員
○

職員

○
職員・消防団員・自主防

○ 整備中 ○

主な情報収集手段（震度・津波情報を得たもの）
市町村名

多賀城市 ○ ○ ○

整備中 ○ 潮位計

○

塩竈市 ○ ○

◎
（自動起動）

○

七ヶ浜町 ○ ○ ○ 整備中

東松島市 ○ ○ ○ ○

○

女川町 ○ 整備中 ○

石巻市 ○ ○ ○ 整備中

○

仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

单三陸町 ○ ○

○ 整備中 ○

名取市 ○ ○

○

主な情報収集手段（被害情報）

○

山元町 ○
（ワンセグ）

○ ○

亘理町 ○
（ワンセグ）

○

○

岩沼市 ○ ○

○
消防団員から携帯無線

○
防災無線（移動局）・

衛星携帯電話

○
防災無線（県・支所間）・

消防救急無線

○ 消防本部との内線電話

○

○

○
支所間の内線電話・

消防救急無線

〇
防災無線（移動局）・

消防救急無線

○
防災行政無線・消防救急無線・

テレビ・高所監視カメラ

○
消防救急無線・アマチュア無線・

衛星携帯電話
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 防災事務に従事する者の安全確保 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

宮城県の被災市町村の事例 

・住民への避難の呼びかけ中 

（名取市） 津波到達まで時間があったため、自宅に戻ろうとする人を 

       引き止めている時に、津波に巻き込まれた。 

（岩沼市及び山元町）  

       沿岸部に公用車で避難の呼びかけに行っていたところ、 

       津波に巻き込まれた。 

・地震被害状況の確認中 

（七ヶ浜町）地震による汚水ポンプの被害を確認中に津波に巻き込ま 

       れた。 

（岩沼市） 地震による落橋被害を確認中に津波に巻き込まれた。 

・防災対策庁舎にて災害情報を収集中 

（单三陸町）災害対応を担当する職員が防災対策庁舎に集結し、地震・ 

       津波に関する情報収集及び避難の呼びかけを行っている   

       時に庁舎ごと津波に巻き込まれた。 

○死亡した市町村職員が従事していた業務内容 
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 海外支援の受け入れ 

 ２ 米軍による支援（最大時） ［4月12日17:00］ 

  （１）空母・艦船  約２０隻（空母「ﾛﾅﾙﾄﾞ・ﾚｰｶﾞﾝ」、強襲揚陸艦「ｴｾｯｸｽ」､「ﾌﾞﾙｰﾘｯｼﾞ」ほか） 

  （２）航空機    約１６０機 

  （３）人員       約２０，０００名以上 

 １ 外国による支援 

  （１）海外支援  １５９ヶ国・地域及び４３の機関が支援を表明 

  （２）救助隊（救助犬含む）・専門家チーム等     

             ２８ヶ国・地域・機関から受入れ 

  （３）救援物資  ５６ヶ国・地域・機関から受入れ（毛布、水、缶詰、ｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ、衣類ほか） 

  （４）寄付金    ８３ヶ国・地域・機関から受領（総額約162億円以上） 

緊急災害対策本部「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について」（平成23年６月13日（１７：００））より 
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海外支援の受入れ（諸外国・地域・国際機関からの救助ﾁｰﾑ・専門家ﾁｰﾑ等活動場所一覧） 

外務省HP「諸外国・地域・国際機関からの救助ﾁｰﾑ・専門家ﾁｰﾑ等活動場所一覧」 



 庁舎の被害状況 

32 出典：「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」第1回会合参考資料「被害に関するデータ等」より 
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 発災時の停電対応 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

宮城県の被災市町村の事例 

○　災害対策本部設置状況についてのヒアリング結果

設置場所
非常用電源設備の

整備

山元町 有 無
本庁舎が地震により被災

庁舎前仮設テント→本庁舎（１階のみ）
無

岩沼市 有
有

（消防本部）
本庁舎６階第１会議室→本庁舎１階会議室 有

亘理町 有
有

（中央公民館）
本庁舎が地震により被災

仮設テント→プレハブ
無

仙台市 無 無 青葉区役所庁舎４階 有

名取市 無 無 議会棟委員会室 有

女川町 有 無
本庁舎が津波により被災

女川第一中学校→女川第二小学校
無

单三陸町 有
有

（ベイサイドアリーナ）
災害対策庁舎が津波により被災

仮設庁舎
無

東松島市 無 無 本庁舎２階 有

石巻市 有
有

（消防本部）
本庁舎が地震により被災

本庁舎６階→本庁舎４階庁議室
有

塩竈市 無
有

（塩竈市体育館）
本庁舎２階 有

七ヶ浜町 無 無 本庁舎２階 有

市町村名
当初の想定と今回の震
災で災害対策本部の設
置場所の変更の有無

災害対応を行う
市町村機能の代替

今回の震災での災害対策本部

多賀城市 無 無 本庁舎２階 有
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 備蓄物資の状況（主なもの） 

【市町村】 

【都道府県】 
（平成22年４月１日現在） 

備蓄物資 
乾パン 

（千食） 

インスタ 

ント麺類 

（千個） 

米 

（トン） 

缶詰（千缶） 飲料水 

(キロリ 

ットル) 

毛布等 

（千枚） 

ローソク 

（千本） 

懐中 

電灯 

（個） 

テント 

（張） 
担架（台） 

簡易 

トイレ 

（個） 

浄水器

（個） 主食 副食 

公
的
備
蓄 

備蓄量 １，９０２ １，２４６ ３５４ ３６１ ３６３ １，４９２ ２，１９７ ２２７ ３，６９４ １４，６１０ ２，９５６ ６９，９８０ １，３９３ 

団体数 ２８ ３ ２８ １６ １５ ２９ ４５ ７ １０ ２５ １３ ３３ １７ 

流
通
備
蓄 

備蓄量 １，４７２ １０，６７５ ３３９，９５３ ０ １，６７３ ４，７６７ １１０ ２３４ ４８，８４０ １，２５５ ２０ ３７１ ３００ 

団体数 
６ 

（１７） 
１１ 

（２５） 
１１ 

（２６） 
０ 

（２９） 
９ 

（２６） 
１１ 

（３１） 
９ 

（２８） 
７ 

（２５） 
８ 

（２６） 
１ 

（９） 
１ 

（３） 
３ 

（１４） 
１ 

（２） 

備蓄物資 
乾パン 

（千食） 

インスタ 

ント麺類 

（千個） 

米 

（トン） 

缶詰（千缶） 飲料水 

(キロリ 

ットル) 

毛布等 

（千枚） 

ローソク 

（千本） 

懐中 

電灯 

（個） 

テント 

（張） 
担架（台） 

簡易 

トイレ 

（個） 

浄水器

（個） 主食 副食 

公
的
備
蓄 

備蓄量 １３，４１５ ６０ ５，３３０ ３，１８８ １，５４１ ２７，２９５ ７，１７６ ８０２ １６５ ３７，３５３ ４２，３３１ ４８１ ８，８７５ 

団体数 ７４２ ４２ ９３１ ３６０ ３０２ ８３６ １，４５３ ４１５ １，１０４ ８２８ ８７０ ９３９ ５５７ 

流
通
備
蓄 

備蓄量 １１３ ２，９０５ １，７５３ ７８ ６４８ ７，６８０ ３４４ １１８ ２８ ８２６ ２０４ ２５ ４８ 

団体数 
１８ 

（１７１） 
５２ 

（２９７） 
８７ 

（３２２） 
２９ 

（２４２） 
４１ 

（２８３） 
８５ 

（３８６） 
６６ 

（２８６） 
３５ 

（２２６） 
４４ 

（２７２） 
３８ 

（７９） 
１０ 

（３８） 
２８ 

（１２２） 
７ 

（２２） 

※ （ ）内の数値は、協定等において具体的な数量の取り決めをしていない団体数（外数）である。 

出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 
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 都道府県域外の地方公共団体との災害時相互応援協定の締結状況［市町村］ 

850 
900 

都道府県域外の地方公共団体間との災害時

相互応援協定の締結の有無 

あり なし 

1750 

20 

14 

岩手県 

34 

25 

10 

宮城県 

35 

36 

23 

福島県 

59 

出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 

（卖位：団体数） 



 東日本大震災における都道府県域外の地方公共団体との 
災害時相互応援協定による支援の例 

協定名 中核市災害相互応援協定 大規模災害時における本州四端協議会を構成す

る地方公共団体の相互援助に関する協定 

庄内町と单三陸町との災害時における相互応援

に関する協定書 

協定団体 中核市４１団体 

  

青森県大間町、岩手県宮古市、和歌山県串本町、

山口県下関市 

山形県庄内町、宮城県三陸町 

締結年 平成8年に中核市に移行した12市により締結 平成21年に本州四端協議会の交流を契機に締

結 

平成18年に友好町盟約の関係にあったのを契機

に締結 

協 定 の 応

援 援 助 の

内容 

(1) 食糧、飲料水及び生活必需物資並びにそ

の供給に必要な資器材の提供 

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復

旧等に必要な資器材及び物資の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣 

(5) 前各号に掲げるもののほか、特に要請が

あった事項 

  

(1) 食料、飲料水及び生活必需品並びにその供

給に必要な資機材の提供 

(2) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧

等に必要な資機材及び物資の提供 

(3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

(4) 救援、医療、防疫等応急対策及び応急復旧活

動に必要な職員の派遣 

(5) 被災者の一時受入れ及びその受入れに必要

な施設の提供 

(6) ボランティアの斡旋 

(7) 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあっ

た事項 

(1) 食料、飲料水及び生活必需品並びにこれらの

供給に必要な資機材の提供 

(2) 救援に必要な車両等の提供 

(3) 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧

等に必要な資機材及び物資の提供 

(4) 応急復旧に必要な職員の派遣 

(5) 前各号に定めるもののほか、被災した自治体

が要望するもの 

  

受援団体 岩手県盛岡市、福島県郡山市、同いわき市 岩手県宮古市 宮城県单三陸町 

主 な 応 援

援助内容 

・盛岡市への応援 

中核市７団体が飲料水2,400ℓ、ｱﾙﾌｧ化米

20,300食等の物資を提供 

・郡山市への応援 

中核市14団体が飲料水21,446ℓ、ｱﾙﾌｧ化米

9,350食等の物資を提供 

・いわき市への応援 

中核市23団体が、飲料水59,750ℓ、ｱﾙﾌｧ化

米29,300食等の物資を提供 

（以上5月18日現在） 

下関市が以下の援助を実施。 

・職員派遣 

保健師等36名を派遣 

・救援物資 

 3月16日にｱﾙﾌｧ化米435食、毛布1,300枚等の

備蓄物資を搬送 

 3月31日に宮古市から要望のあった灯油4,000ℓ、

調味料、野菜等の物資を搬送 

（以上5月13日現在） 

庄内町が以下の応援を実施。 

3月12日に第1回の物資（毛布50枚、肌着50組、

水500ml×240）を搬送 

以下、3月31日までに16回にわたり物資を搬送 

（以上4月25日現在） 

36 
消防庁調べ 
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 東日本大震災における都道府県域外の地方公共団体との 
災害時相互応援協定による支援の状況 

消防庁現地ヒアリング調査（宮城県内被災沿岸市町村、６月６日～９日） 

宮城県の被災市町村の事例 

応援団体 応援のきっかけ

本市から要請
（一部，支援側からの調整あり）

山元町 北海道伊達市

○東日本大震災における都道府県域外の地方公共団体との
　 災害時相互応援協定に対するヒアリング結果

市町村名

多賀城市 山形県天童市

单三陸町 山形県庄内市

協定に基づく応援

仙台市 ２０大都市災害時相互応援に関する協定の団体等

亘理町 北海道伊達市

支援側からの調整

支援側からの調整

岩沼市 山形県尾花沢市

塩竈市 山形県村山市

東松島市 北海道河西郡更別村
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 防災訓練 

28 

34 

5 

273 

市町村における津波防災訓練（平成２１年度実施回数） 

岩手県 宮城県 福島県 非被災県 

340 

３県以外 

 

３県以外 

（卖位：回数） 

【参考】海岸線を有する市町村数：全国６４８（うち岩手県１２、うち宮城県１５、うち福島県１０） 

出典：消防庁「地方防災行政の現況」（平成23年１月） 【平成22年4月1日現在】 



和歌山県那智勝浦町（人口約1万8千人） －自主防災組織による津波避難対策－ 

津波避難訓練では要援護者支援の訓練も 

自主防災組織中心に集団避難 那智勝浦町の特徴 

住民が協力して避難路を整備 

津波避難場所への経路に、手作りの
手すりを取り付け 

 

北浜区自主防災組織で
は、各組が年に３回避難路
の草刈り作業を行う 

車いすの方への避難支援
訓練。実際に津波が来れ
ば、津波避難場所への階
段を大急ぎで上らなければ
ならない 

津波避難訓練の様子 

各組が自分たちで決めた避
難場所に避難 

39 


